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要旨：観光を重要な産業と捉え、今後も、外国人観光客数を維持、さらには増加させていくため
には、「国」「都道府県」「市町村」レベルでのDMOが有機的に結び付き、デスティネーション・
マーケティングを展開する必要がある。そこで、近年、やっと産声を上げた日本版DMOの課題
を検討する。
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１．はじめに
　観光が世界的な成長産業であり、21世紀の重要な基幹産業であると認識されてから久しい。世
界観光機関（UNWTO ; United Nations World Tourism Organization、以下、UNWTOと略
す）は、2020年に国際観光を取り巻く環境について、「ツーリズム：2020ビジョン」を発表した。
近年の急激な国際観光需要の増加に加え、将来の国際観光の動向について、2020年までに国際観
光到着者数は平均4.1％で増加し、15億6,100万人に達すると予測している１。また、UNWTOは、
2030年には、国際観光到着者数が、18億人になると予想している。
　日本の場合、アウトバウンド客は多かったが、インバウンド客である国際観光到着者数はなか
なか伸びなかった。2001年までは、400万人台の国際観光到着者数であった。2003年から「ビ
ジットジャパンキャンペーン（Visit Japan Campaign；VJC）」が始まり、観光を国家の重要な基
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幹産業と捉え、「観光立国」を目指し始めた。2007年からは、国際観光到着者数が、800万人台
を継続的に記録し、2015年には、目標である「2,000万人」まであと少しの、1,974万人を記録し
た。また、外国人の日本国内での消費額は３兆838億円で、前年より約１兆円増えた。日本人が
海外で消費した額を差し引いた旅行収支は、前年の441億円の赤字から１兆1,217億円の黒字に
なった２。同様に、1962年以来、53年ぶりの黒字に転化することになった。この大きな消費額は、
2015年の「新語・流行語大賞」に選ばれた「爆買い」に代表されるように、中国人を中心とした
外国人観光客が家電製品のみならず、日用品を大量に購入したことに起因している。これにより
自動車部品産業の輸出総額に匹敵する規模となり、国内産業空洞化が叫ばれる中、日本にとり大
きな輸出産業の１つとして、認識されることになった。特に、GDP（国内総生産）に大きく影響
する国の人口についても、人口の減少・少子高齢化問題等が問題視されている。日本一国の話で
はなく、日本全国の地域経済は大きな影響を与えていくことになる。特に、定住人口の減少に伴
い、今後、特に地方においては人口減少が急速に進行することが予想されている。つまり、地域
内消費の減少は地域経済を縮小し、さらなる地域間格差を拡大させてしまうことが予想され、懸
念されている。さらに少子高齢化も進行し、2025年には総人口の約30.5％（約3,635万人）と、お
よそ３人に１人が65歳以上になると見込まれている。
　観光は、地域での交流人口の増加、観光消費による産業や雇用の創出、地域の魅力の発掘・育
成等を通じて、地域の活性化に大きく寄与するものであり、経済、文化面においても重要な意義
を有している。具体的に、観光産業は、旅行業、運輸業、宿泊業、観光施設業、土産品産業、飲
食業、農業、水産業、建設業等にまで多岐にわたる広い産業である。そこで、「観光」を中心と
して「国」、「地域」、「市町村」等の経済を向上させることが必要となっている。つまり、地域
への直接的な経済効果があり、周辺への経済波及効果、そして、雇用創出効果が期待されている
からである。実際、国土交通省観光庁は、定住人口１人当たりの年間消費額を124万円と試算し
ている３。つまり、定住人口が１人減少すれば、124万円地域での消費が減少することになる。
そこで、定住人口が１人減少した分を外国人旅行者10人分、国内旅行者（宿泊）26人分、国内旅
行者（日帰り）83人分と試算している４。このような状況下において、政府・中央省庁が経済波
及効果・雇用創出効果の高い観光、特に、インバウンドに大きな期待を掛けているのである。
　さらに、国際観光は、経済的効果の大きさだけでなく、文化的に、教育的に、平和のパスポー
トと言われているように親善的、社会的に多様な効果があるとされている。
　観光を重要な産業と捉え、今後も、外国人観光客数を維持、さらには増加させていくためには、
国、そして、都道府県、市町村、それらの地域を上手にネットワーク化して、更なる「デスティ
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ネーション」の魅力を発掘・発見し、世界へ向けて発信していく必要がある。日本もやっと、
「DMO（Destination Marketing / Management Organization）」の重要性に気づき、日本版DMO
の創設を行っている。
　そこで、本論文では、もう一度、DMOとは何かを整理したうえで、日本版DMOとはいかなる
組織なのか、どの様な課題や問題があるのかを考察していく。
２．DMOとは
　「観光立国」を目指す日本。そして、訪日外国人旅行者の増加、地域創成の旗印としての観光
客誘致と、日本全国の都道府県、市町村は、「観光」をキーワードに地域活性化に努めている。
しかし、各省庁が異なった観光促進活動を行っているのが現状であり、足並みがそろっていない。
日本、都道府県、市町村を念頭に入れた場合、観光を中心とした地域活性化などが掲げられてい
るが、観光客を誘致するという部分にしか焦点を当てておらず、受け入れ体制などを含めた全体
で捉えているのか、疑問が湧くところである。
２ １　デスティネーションの範囲
　実際、いかにすれば日本に観光客を呼び込むことが可能なのか、また、日本が世界的に誰もが
いきたいと思うデスティネーションとなるためには、観光客誘致のためにもデスティネーショ
ン・マーケティング（Destination Marketing）とデスティネーション・マネジメント
（Destination Management）を展開していくことが必要となってくる。
　まず、デスティネーションとはどういう意味か、辞書で調べた場合、（旅行などの）目的地、
行き先、到着地（港）などと説明されている５。観光で使用される場合は、観光地、観光目的地、
旅行市場というように使用されている。また、旅行業界の立場からは、「『デスティネーショ
ン』は、旅行目的地として訪れる到着地、到着国を総合的に捉えた言葉であり、『デスティネー
ション』としか言いようのない語感６」があると説明されている。旅行業としてのデスティネー
ション、つまり、旅行商品として取扱うのであれば、総合的な意味合いとしてこれで良い。しか
し、デスティネーション・マーケティングを展開していくにあたり、あまりにも漠然としており、
具体的にどのレベルのDMO（Destination Marketing / Management Organization）が、マーケ
ティングを展開すべきなのかはっきりしていない。そこで、まずデスティネーションとは何かを
.
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明確化しておく必要がある。
　表－１から、デスティネーションとは、国々から観光資源のある場まで、広範な意味合いで使
われている非常に幅広い言葉であることが理解できる。
　デスティネーション・マーケティングは、国々、国、都道府県、地方、州、市町村までの幅広
いデスティネーションをマーケティングすることである。DMOの主体は公的機関、半公的機関
民間、非営利機関、民間と幅広い。例えば、NTO（National Tourist / Tourism Organization）、
もしくは州レベル、商工会議所、コンベンション・ビジターズ・ビューローなどのDMOがそれで
ある。そこで、デスティネーション・マーケティングとは「デスティネーションである国、地方、
州、都道府県、市町村などにおいて、ナショナルレベル、リージョナルレベル、ローカルレベル
の公共、営利、非営利、半官半民の組織であるDMOが、デスティネーションの経済的・社会的・
文化的・生態系などの諸環境と総体的な価値やイメージの改善を企画し、主に海外の潜在観光客
や旅行会社などの顧客市場にプロモーションを展開し、デスティネーションに対するイメージの
改善・向上、さらにはブランド化を図り、受け入れ体制を整え、積極的な観光行動を創造する活
動で、場合により調整する活動」であるとする。しかし、デスティネーションをマーケティング
する場合は、あまりにも幅があるために、マーケティング主体を次のように３つのレベルで分け
て考察する必要がある。
表－１　デスティネーションのタイプとレベル
観光行動を行う主要な場所であり、多くの観光客が時間と支出をする
傾向がある観光客をひきつける国々、地域、まちやその他の場所７
旅行・観光とホスピタリティ事典
①連合国家、国、②マクロ・リージョン、③国の中のプロビンス州な
ど、④国の中の地方、⑤市や町、⑥とてもユニークな場所８
ゴールドナー（Goeldner）
島のような物質的な境界、政治的境界のような実際もしくは認識され
た境界が形成されている場所。また、つくられた境界さえ含む９
コトラー（Kotler）
デスティネーション・ゾーン（コミュニティー、アトラクション、旅
行者アクセスとのリンケージ）10
ガン（Gunn）
観光地・地区・地域・国・国々・大陸と同義語である11ワハブ（Wahab）
国である必要はなく、まちやエリア、休暇地の対象の場合もある12ドスウェル（Doswel）
リゾート、景色、遺跡、そして国も含む13メーサン（Meethan）
旅行者にとっては、旅行目的地、誘引当事者にとっては受け入れ側の
地域を示し、観光業界で一般的に使用されている14
日本国際観光振興会
日本版DMOについての一考察
　本章では、国際観光、特に、いかにインバウンドを増加させていくかという視点から、②広義
及び③狭義のレベルで行うデスティネーション・マーケティングを取り上げていく。
２ ２　デスティネーション・マーケティングの必要性
　なぜ、デスティネーションにおいて、マーケティングが必要になってきたのか。それは、あら
ゆることで国際間の競争、国際・国内都市間競争、国際・国内観光地間競争が激化しており、一
国の経済の観点からみると、国際観光客から得られる外貨、国際観光収入は、非常に重要な収入
源となっていることから、多くの国では国際観光を国家の基幹産業とみなし、市町村や都道府県、
州は勿論のこと、国を挙げてデスティネーション・マーケティングを展開している。そこで、国
際観光にとってのデスティネーションのイメージを向上させ、ブランド化することは非常に重要
となってくる。まずは、自国及び自らのデスティネーションをいかに外国の潜在観光客に対して、
良いイメージを抱かせ誘客させうるかである。事実、観光立国や観光立国を目指す国、都市など
は、いかに観光客を呼び込むことができうるか、十人十色、さらには一人十色と絶えず変化する
観光客のニーズに対応しようと努力している。観光市場の需給関係の変化は、次のように表され
る15。
　①観光資源を開発すれば需要がある時代（需要＞供給）
　②自己本位で売り込むセールスの時代（需要≧供給）
　③観光資源を開発しても需要が停滞している時代（需要≦供給）
　④最適なマーケティング戦略を展開するもののみ勝ち組になる時代（需要<供給）
　現在、日本を取り巻く観光市場は、上記の④に位置しているが、「どんなハードやソフトを作
り、どこに向けてどう情報発信すれば土地の魅力を伝え得るのか、という戦略的なマーケティン
グを、日本の各都市は持ち合わせていない16」というように、国も含めて、いまだに③の段階も
しくは②の段階にあると想定できるのではないだろうか。
　そこで登場するのが、デスティネーション・マーケティングである。特に、「NTOは、国をデ
.
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表－２　デスティネーション・マーケティングを展開するための主体レベル
デスティネーション・レベル
国レベル（national level）①最広義
県、州レベル（regional level）②広義
市町村レベル（local level）③狭義
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スティネーションとして、マーケティングする責任17」があり、一国のデスティネーション・イ
メージの醸成には不可欠な組織である。NTOの役割として、①観光商品を開発し、多くのビジ
ネスで利益を上げるためにサプライヤーと潜在顧客との間の仲介者の役割を果たす、②幼稚産業
の育成、公共機関を通しての必須のインフラストラクチャーや奨励金の供給、③観光商品の改善、
観光業従事者のためのトレーニング・プログラムを教え込む手段を媒介する18。また、①市場調
査（外国の市場の動向、潜在的観光客のニーズの把握、情報収集をし、データなどを旅行会社、
ホテルなどの観光事業へ情報提供）、②国内の情報とプロモーション、③宿泊施設とレストラン
の基準制定、④旅行会社の活動のコントロール（旅行業者に対し、自国向けの旅行商品の生産・
質の向上を働きかけるなど）、⑤海外へのパブリシティ、⑥技術や法的問題の改善（外客の受け
入れの容易化、観光施設・サービスの質の改善）、⑦国際交流、⑧観光地の選択と開発、⑨総合的
な観光政策とプロモーションなど19、様々な活動が含まれている。一般的な活動には、直接コン
トロールと間接関与の２つがある。これは広義であれ狭義のDMOでも同様である。
　国際観光を国家の基幹産業として重要視している国は、DMOを通じ、他国に対してプロモー
ション活動を展開している。例えば、フランス観光開発機構（Atout France）に代表される
トータルマーケティング型DMOや「韓国観光公社は韓国の政府観光局において、メキシコのよ
うな国では政府首脳が観光の経済的重要性を十分に認識しており、観光省を設置して国家観光機
関に内閣レベルの機能を与えている20」というように、多くの国では国家レベルで産業振興の戦
略の一部とみなし活動している。つまり、国際観光到着者数が増えれば増える程、観光客の消費
行動に伴い経済効果が上がることが国家経済レベルで認識されることから、DMOの活動は重要
視されているのである。
　観光資源が豊富な日本は本当に、観光立国を目指そうとしているのか、アジアの中の、さらに
は、世界的なデスティネーションとしてのブランド化を図ろうとしているのか、かなり疑問視さ
れる。「日本の旅行で問題なのは、日本のイメージです21」と述べられているように余りにもイ
メージが悪いということである。デスティネーション日本のイメージは「ゲイシャ」、「フジヤ
マ」、「ニンジャ」のレベルのイメージが今もなお拭いきれていないのも事実であろう。そして
「ものすごい物価高、というストーリーもひとり歩き22」している。同様に、ヨーロッパやアメ
リカからの空間的な問題である距離を問題視することがあるが、それは違うといわざるを得ない。
空間で測るならば、中国、シンガポール、韓国、さらにはマカオと比べれば、一目瞭然である。
インバウンド客の増加が著しい日本であるが、主要都市のデスティネーションが中心であり、日
本全国への拡がりはまだ乏しい状況である。なかなか伸びない理由は、日本自体、都道府県、市
日本版DMOについての一考察
町村にデスティネーション・マーケティングという発想が欠落してきたことが大きな原因の１つ
であると考えられる。
２ ４　デスティネーション・マーケティング戦略
　シルベルトは、日本に対するイメージについて、「ヨーロッパ人にとって、たしかに工業国で
あるとか、冷たいイメージがあり、そのイメージは日本向けの観光をためらわせるマイナスの効
果がある23」としている。そこで、「イメージをチェンジする、払拭するということが必要かと
思います。日本はどういう面を強調すべきかといいますと、日本人はとても親切で親しみやすい
とか、温かいとか、そういうイメージをもっと前面に打ち出したほうがいいと思います24」と指
摘していた。また、日本を観光した外国人観光客は、ほとんどの日本人が英語を話せない、国内
交通機関の料金が高い、日本国内での円の購入が難しいといったことがらを指摘していた。近年
においてクレジットカードを利用できる店舗は増加しているが、未だ利用できない店舗が多く、
外国人観光客から不便であるとの意見が散見されるという国際観光障壁があるからである。「な
ぜ、外国人からこのような意見が出るのか、１つには、デスティネーション日本のイメージの醸
成が図れていない、つまり、プロモーション活動がアジア諸国に比べて、効果的ではないという
こと、二つ目には、外国人を受け入れる日本に国際観光障壁があることに起因している」。
　日本のNTOである日本政府観光局は、「国の策定する観光振興施策のうち、インバウンド振
興を専門に実施する中核機関、いわゆる『政府観光局』として、国内外の関係者と緊密な連携の
もと、世界の主要市場国からの訪日旅行を図るため、マーケティング活動を展開25」している。
しかしこれは、プロモーション活動である。ここで重要なのが、本当にデスティネーション・
マーケティング戦略を行っているかということである。つまり、マーケティングとプロモーショ
ンを混同していることが問題である。あくまでもマーケティング・ミックスの中での１つである
プロモーションを展開しているのにすぎず、デスティネーション・マーケティングを展開してい
るわけではない（表－３）。また、国際観光の重要性から、シティ・セールス26 が盛んに叫ばれ
てきたが、「セールス＝販売」であり、顧客の欲求を無視した受け入れ側の一方的な活動である。
　たしかにDMOの主要な活動は、デスティネーションの魅力を地域外に認知させるためデス
ティネーションを海外へ売り込むことである。そのためデスティネーションの認知させるプロ
モーション活動に重きがおかれてきた。
.
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　受け入れ側の一方的な思考であるプロダクト・アウト、つまり、デスティネーション・セール
スを単体で行った場合、デスティネーションの認知レベルが上がるにつれて、次のような危険性
が危惧される。観光客が自ら体験して、親戚、友人などに話す、口コミは絶大なる効果がある。
さらに、インターネットの普及により、ネット上に口コミが載るということを忘れてはならない。
SNS、ホームページ、掲示板、チャットなどにデスティネーションの評価が載ることになる。さ
らに、デジタル・カメラで撮影された写真は、パソコンに取り込まれ、SNSなどに掲載されるこ
とにより、具体的なデスティネーション、観光資源、問題点などが視覚的に把握できることにも
なる。つまり、信頼度は少し落ちるが、情報の伝播範囲は、全世界になるということである。上
記で取り上げた問題のように、いくら観光資源が豊富であっても、観光客を受け入れる体制が
整っていない場合、築き上げてきたイメージを失うことになりうる。つまり、今後は、観光客の
視点からマーケット・インの発想が必要である。
　つまり、縦割りで物事を捉え、海外に対するプロモーションに限定されているDMOではなく、
縦横を碁盤の目のようにネットワークされた、全体志向のデスティネーション・マーケティング
を展開している。
　インバウンドを倍増させようとするならば、日本は今後、現在DMOが行うような単なるプロ
モーション活動では、観光客が行ってみたいと願う真のデスティネーションにはならない可能性
が大きいからである。
　そこで、これから日本がとっていくべき観光客誘致のためのデスティネーション・マーケティ
ング戦略は、デスティネーション全体で受け入れ体制を整えた上で、DMOは、観光客を誘客す
るために場全体を協同で創造していこうというデスティネーションのファンクション・インテグ
レーターとして機能し、デスティネーション・マーケティング戦略を展開していくことが必要と
なってくる。つまり、これからのデスティネーション・マーケティング戦略は、旅行会社や航空
表－３　デスティネーション・セールスとデスティネーション・マーケティング
利益手段思考
観光客数の増加プロモーション（NTO
などのセールス・プロ
モーション、広告、PR
など）
プロダクト・アウト
（生産者の視点）
デスティネーション・
セールスないしプロモー
ション
ブランドの確立
リピーターの増加
場の賑わいの創出
統合マーケティング（観
光ステークホルダーとの
協同マーケティング）
マーケット・イン
（消費者の視点）
デスティネーション・
マーケティング
日本版DMOについての一考察
会社、ホテルなどの民間が個々に行ってきたマーケティングに加えて、バリューチェーンによっ
て結ばれる観光クラスターという考え方を基本としてトータルで展開していくが必要となる。
３．日本版DMOについて
３ １　日本版DMO導入の背景
　観光庁は日本版DMO導入に際して、人口減少・少子高齢化に直面する我が国の最重要課題であ
る「地方創生」において、観光は旺盛なインバウンド需要の取り込みなどによって交流人口を拡
大させ、地域を活性化させる原動力となると考えている。こうした取り組みを進めるためには、
地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に
立った観光地域づくりの舵取り役としての役割を果たす「日本版DMO（Destination 
Management / Marketing Organization）」を、今後、全国各地域において形成・確立し、これを
核とした観光地域づくりが行われることが必要であるとした。
３ ２　日本版DMOの候補となりうる法人の登録制度
３ ２ １　日本版DMOの候補となりうる法人の登録制度導入の目的
　「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、関係者と協同しながら、明
確なコンセプトに基づく観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実
に実施するための調整機能を備えた法人である日本版DMOの形成・確立を支援するため、観光庁
において日本版DMOの候補となりうる法人（以下「日本版DMO候補法人」という）を登録する
制度を創設した。この日本版DMO候補法人の登録制度により、
（1）地域の取り組み目標となる登録要件の提示による日本版DMOの形成・確立の促進
（2）関係省庁が日本版DMOの形成・確立を目指す地域の情報を共有することによる支援の重点
化
（3）日本版DMO候補法人の間の適切な連携を促すことで、各法人間の役割分担がされた効果
的な観光地域づくり
　等を実現することを目的としている27。
.
.
. .
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３ ２ ２　日本版DMOの登録区分
　日本版DMOについては、その役割・目的、ターゲットなどに応じて、広域的なエリアから小規
模なエリアまで、様々な単位のエリアを「マーケティング」し、「マネジメント」することが考
えられる。このような基本的認識の下、日本版DMO候補法人の登録に当たっては、以下の３区
分での登録を行う。
（1）広域連携DMO・複数の都道府県に跨がる地方ブロックレベルの区域を一体とした観光地域
として、マーケティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織
（2）地域連携DMO・複数の地方公共団体に跨がる区域を一体とした観光地域として、マーケ
ティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織
（3）地域DMO・原則として、基礎自治体である単独市町村の区域を一体とした観光地域として、
マーケティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織
　ただし、広域連携DMO及び地域連携DMOの形成・確立に当たっては、連携する地域間で共通
のコンセプト等が存在する場合は必ずしも地域が隣接している必要ではないとしている28。
３ ２ ３　日本版DMOの登録要件及び登録のフロー
　日本版DMO候補法人としての登録を希望する法人は、日本版DMO形成・確立計画（以下「形
成計画」という。）を作成し、観光庁長官に提出する。なお、形成計画の提出に当たっては、関
係する都道府県及び市町村と連名で提出するものとする。また、登録の対象となる法人について
は、登録申請の時点で実際に存在し活動している必要はなく、今後法人を立ち上げる構想や意欲
を有する場合は構想段階での登録申請が可能である。具体的な登録要件は以下のとおりである29。
（1）日本版DMOを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成
　◎以下の①～④のいずれかに該当する又は該当する予定であること
①取締役、理事など日本版DMOの意思決定に関与できる立場で行政、文化、スポーツ、農
林漁業、交通等の幅広い分野の関係団体の代表者が参画すること
②日本版DMOの組織内に行政や関係団体をメンバーとするワーキンググループなどの委員
会等を設置すること
③日本版DMOが行う取り組みに関する連絡調整を行うため、行政や関係団体から構成され
る協議会等をDMOとは別に設置すること
④その他、関係者の合意形成が有効に行われる仕組みが存在すること
（2）各種データ等の継続的な収集・分析、データ等に基づく明確なコンセプトに基づいた戦略
. .
. .
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（ブランディング）の策定、KPIの設定・PDCAサイクルの確立
　◎以下の①～③の全ての取り組みを日本版DMOが行う又は行う予定であること
①各種データ等の継続的な収集・分析
②データに基づく明確なコンセプトに基づいた戦略の策定（地方公共団体が策定する観光振
興計画が存在する場合は、当該計画と戦略との整合性が留意され、当該計画の策定・見直
し等への関与がなされること）
③KPIの設定（少なくとも旅行消費額、延べ宿泊者数、来訪者満足度、リピーター率の４項
目については必須とする。この他に各日本版DMOが独自にKPIを設定することも可能）・
PDCAサイクルの確立
（3）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組み作り、プロモーション
　◎以下の①～③の全ての取り組みを日本版DMOが行うこと又は行う予定であること
①地域社会とのコミュニケーション・地域の観光関連事業者への業務支援を通じて、戦略を
多様な関係者間で共有すること
②地域が観光客に提供するサービスについて、維持・向上・評価する仕組みや体制を構築す
ること
③観光客に対して地域一体となって戦略に基づく一元的な情報発信・プロモーションを行う
こと
（4）日本版DMOの組織
　◎以下の①～③の全てに該当する又は該当する予定であること
①法人格を取得していること
②意思決定の仕組みが構築されていること
※日本版DMOの業績について対外的に最終的な責任を負う者が明確化されていること
③専門人材が存在すること
※データ収集・分析等の専門人材（CMO：チーフ・マーケティング・オフィサー等）がDMO
専従で最低１名存在していること又は確保する予定であること
（5）安定的な運営資金の確保
◎日本版DMOが自律的・継続的に活動するための安定的な運営資金が確保される見通しがある
こと
※資金確保の手段としては、収益事業（物販、着地型旅行商品の造成・販売等）特定財源
（法定外目的税、分担金）、行政からの補助金・委託事業等が想定されます。
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３ ２ ４　日本版DMO候補法人の登録
　観光庁長官は、提出のあった形成計画に関し、登録要件を満たしていると認められるときは、
日本版DMO候補法人として登録をすること。
３ ２ ５　形成計画の公表
　日本版DMO候補法人の形成計画については、原則、観光庁ホームページで公表する。なお、
形成計画の公表を希望しない日本版DMO候補法人は、観光庁まで連絡すること。
３ ２ ６　自己評価の実施
　日本版DMO候補法人は、KPIの設定・PDCAサイクルの導入を行い、少なくとも年１回、取り
組みに関する自己評価を実施し、その結果を事業報告書（※所定の様式）にまとめ、観光庁に報
告することが必要である。なお、報告の時期については、法人の行う取り組みの実施状況等に応
じて、適切だと判断する時期に報告することで可能としている。
３ ２ ７　日本版DMO候補法人に対する支援
　日本版DMO候補法人に対しては、まち・ひと・しごと創生本部の新型交付金による支援の対象
となり得ることに加え、日本版DMO候補法人及びこれと連携して事業を行う関係団体に対して、
観光庁をはじめとする関係省庁で構成される「日本版DMO」を核とする観光地域づくりに対す
る関係省庁連携支援チームを通じて、関係省庁の支援の重点実施・観光地域づくりに関する相談
等へのワンストップ対応・関係省庁の政策に関する情報提供等の重点的支援を実施する予定であ
る。
３ ２ ８　登録内容の変更
　日本版DMO候補法人は、登録の内容を変更しようとするときは、登録に係る形成計画につい
て必要な見直しを行い、変更申請書及び見直し後の形成計画を、観光庁長官に提出すること。
３ ２ ９　観光庁が提案する日本版DMO
　多様な関係者を巻き込むことを提案している。
. .
. .
. .
. .
. .
. .
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　また、登録された日本版DMO候補法人の形成と確立計画をみると、「広域連携DMO」が６組
織、「地域連携DMO」が70組織、「地域DMO」が72組織存在する。経営組織体も、公益社団法
人や一般社団法人、一般財団法人、公益財団法人、株式会社、特定非営利活動法人（NPO法
人）等、様々である30。
４．日本版DMOの課題
　日本版DMOに関しては、今まさに萌芽の段階であり、導入期である。これまでの都道府県や
市町村といったデスティネーションの場合、地域の自治体ないし、観光協会が主として担ってき
た。特に、市町村においては、「自治体＝観光協会」といった連携の中で観光振興に努めてきた。
外国人旅行者の増加、観光に地域活性化、地方創成の中で、観光振興に対応すべく、活動やホー
－23－
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図－１　日本版DMOのステークホルダーとの連携について
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ムページの多言語化、案内標識の多言語化等々の試みを行ってきた。しかし、一番の課題は、税
金によって運営されている点、つまり、「公的立場」から「公平性」を保たねばならない組織体
であるということである。そこに、大きな問題が存在してしまった。各デスティネーションにお
いて、民間を中心に、観光客の視点で商品開発やサービスを提供しても、公的機関である自治体
や観光協会は個別の企業に焦点を当て、プロモーション活動や観光誘致戦略の柱に添えることが
出来なかった。また、地元企業においても、商工会議所や商工会に加盟していない企業は、営利
団体であれ、イベント等々でのリンケージや共同プロモーションを行うことが出来ないなどの問
題もある。
　今回、産声を上げ、動き始めた日本版DMOに関しては、未だ日本版DMOについての検証や学
術的な分析が少ないこともあるが、上記の課題を引きずる形で、まずは組織体を創設することか
らスタートしてしまったことが否めない。
　特に、観光庁も課題として挙げているが、大きく３つ内在している。
（1）民間的手法の導入が不十分
　まず、官民の壁である。DMOは、デスティネーション・マーケティング戦略を担当する組織で
あり、顧客目線での「マーケット・イン」で物事を考え、オペレートしていかなければならない、
そこには、「公平性」や「公共性」の壁を下げていかなければ、十人十色、一人十色の顧客ニー
ズやマウス・イヤーと言われるほど、早く動く世界の潮流に対応が出来ない。その様な観光市場
に対応するデスティネーション・マーケティングを展開するために、「権限」が多大にあるデス
ティネーション・マネジメントが出来る組織体であらねばならない。そこは、民間が、そして、
これまでの実績や地域浸透力の観点からキャンペーンや音頭などは自治体や観光協会が行ってい
く形をつくっていくべきである。
（2）ステークホルダーの巻き込みが不十分
　自治体や商工会議所などの組織体とDMOと地域住民との関係性の構築が課題である。民間主
導で、公的機関がサポートし、地域住民の声も吸い上げていく必要がある。ここでのポイントは、
観光に関する様々なステークホルダーを円滑に結びつけることができるのが公的機関である。官
と民での役割分担ができるかが鍵となる。
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（3）データの収集・分析が不十分
　まず、KPIを設定し、PDCAサイクルで回す。KPIとは、重要業績評価指標であり、KGIが、
需要目標指数である。KPIは目標を達成するプロセスについての「業績評価」指標であり、KGI
は「目標達成」そのものの指標である。KPIとKGIの関係は、「企業が「戦略」目標として定め
たものの達成度をKGIで評価し、その戦略目標達成に至るまでの「戦術」レベルでの目標達成度
をKPIで評価する。この点に関しても、まず、日本版DMOでの懸案は、「デスティネーション・
マーケティング＝デスティネーション・プロモーション」であると勘違いしてしまうことである。
ホームページの閲覧数やSNSの新頻度が主に置かれ、明確な目標を定めたKGIの設定、それに基
づいたKPIの状況分析をただ単に、定量的な分析だけでなく、定性的な分析でも行っていく必要
がある。民間主導の組織体でない場合、計画経済よろしく、掲げたストーリーに基づくように、
分析をしてしまう可能性がある。
５．まとめに
　デスティネーションのイメージを向上させ、観光客を増やしていくためには、ターゲットであ
る観光客の「内なる内の目」、つまり、プロダクト・アウトなデスティネーション・セールスでは
なく、観光客からの視点である「外なる内の目」、もしくは「外なる外の目」、つまり、マーケッ
ト・インでデスティネーションに対するニーズやウォンツ、シーズを一人十色のニーズを区別し、
標的顧客に対して、明確なデスティネーション・マーケティングを展開していく必要がある。
　日本版DMOの課題は、民間的手法の導入不足、ステークホルダーとの関係性、顧客データの
収集・分析不足を挙げた。それは、DMOの組織体の課題である。今後検討していかなければなら
ないことは、民間主導のデスティネーション・マネジメントの組織体で経営されているのか、そ
して、真のデスティネーション・マーケティングを展開できているのかである。それは、現時点
では、着地型観光を合い言葉に、地域の魅力の創出・創造・発掘に力を入れ、地域の魅力を発信
することに力を入れている。また、広域観光の観点から、魅力あるルート等の設定に躍起となっ
ている。ただ、観光客は、単に「点」として、デスティネーションに訪れるということではない
ことを忘れてはならない。観光客には、様々なニーズがあり、ウォンツがあり、シーズがあるの
である。つまち、「まち」と「まち」を結んで旅をするのではなく、観光客の興味があるものを
追いかけて、旅をしていることであり、デスティネーションが提供している観光情報を基に、旅
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を絞り込み形やルートにしていくのである。その結びつきをPRすることも今後は求められるで
あろう。動き始めた日本版DMOがどの様に実際に動くのか、KPIがどの様に活用されるのか、
今後の追跡調査をしていきたい。
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